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Ⅰ�　は じ め に

近年の労働法学では，「労働者」をめぐる論説
や解説が数多く著され，労働者概念論が盛り上が
りを見せてきた。周知のように，オペラ歌手や，
製品の修理補修等を請け負うエンジニアが加入す
る労働組合からの団体交渉申入れに対し，雇用関
係にないことを理由としてなされた相手方からの

団交拒否が不当労働行為に当たるか否かが争われ
た事件で，労働組合法上の労働者性を否定した下
級審判決に対する上告審の判断が注目を集めたこ
とが，その主な要因といえる。
労働法上の「労働者」概念をめぐる議論は，こ
れまでにも折に触れて行われてきた。今回，特に
焦点が当てられたのは主に労組法上の「労働者」
の判断基準であったが，その議論の前提として，
労働基準法・労働契約法上の「労働者」概念との
相対的な差異が問題となった。こうした個別法上
の労働者概念についても，かねてより，その判断
基準および判断要素のあり方をめぐって諸説が展
開されてきた経緯がある。
同時に，労働法制の適用範囲にかかわる労働者
概念論には，世界的にみても共通の課題がある。

特集●働き方の多様化と労働者概念

「労働者」概念の現在

皆川　宏之
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近年，労働法制の適用範囲をめぐる問題が国際的にも関心を集めている。本稿では，国際
的な動向も踏まえつつ，労働者概念をめぐる近時の議論を取り上げて検討した。第一に，
ILO における「雇用関係に関する勧告」の採択に至る過程と内容を検証した。同勧告では，
雇用関係の範囲について，従属（subordination）もしくは依存（dependence）の指標を用
いることが提案されており，その背景には，労働法による保護を，従属労働に従事する典
型的な雇用労働者のみならず，特定の相手方に経済的に依存するような自営業者にどの程
度まで及ぼすべきか，という問題があることをみた。その点を踏まえ，日本での労働法制
の適用範囲をめぐる議論を概観し，日本でも同様の課題があることを確認した。続いて，
個別的労働関係法の中心的な法律である労働基準法と労働契約法における「労働者」の定
義と解釈について検討した結果，個別的労働関係法の労働者については使用従属性を基準
に，労働者／自営業者の二分法による法律の適用がなされており，今後は労働契約法の規
制を労働者に類似した就業者に適用することも検討すべきことを指摘した。最後に，労働
組合法における「労働者」の定義と解釈を検討し，その結果，労働組合法については，適
用範囲が典型的な雇用労働者のみならず，一定の自営業者にも拡大されうることを確認し
た。結論として，日本の労働法制においては，労働基準法と労働組合法とで「労働者」の
範囲が異なり，後者がより広い就業者を包摂することが明らかとなった。
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1 つは，労働法の及ぶ範囲を明確にし，保護を必
要とする就業者に的確に労働法の適用があるよう
にすることである。次に，従来の典型的な労働者
のほかにも労働法制による保護を要する就業者が
増加していることを受け，その対処をいかにすべ
きかを検討することがある。これらの要請は日本
にも当てはまるものである。
本稿は，まず，ILOで採択された「雇用関係に
関する勧告」の内容を確認し，労働法制の適用範
囲に関する国際的な水準での課題を踏まえて，日
本における問題状況を概観した上で（Ⅱ），労働
基準法・労働契約法（Ⅲ），および，労働組合法
（Ⅳ）のそれぞれについて，適用範囲をめぐる判
断の現状を確認し，近年の労働者概念論から明ら
かとされた論点を参照しつつ，今後，検討される
べき課題について論ずるものである。

Ⅱ　労働法制の適用範囲

　1　ILO「雇用関係に関する勧告」

そもそも，労働法上の労働者概念論には，労働
法の適用範囲を画するという法解釈および法適用
の上で求められる技術的な課題がある。制定法令
に判例法理を含めた 1つの法分野としての労働法
が，その適用を受ける当事者に一定の法的効果を
及ぼすものである以上，まずは，その対象者の要
件が明らかにされなければならない。
今日，労働法の適用範囲をどのように画すべき
かは，日本を含めた世界各国における共通の課題
でもある。近代的な労働法制は，基本的には雇用
関係（employment�relationship）の当事者である
労働者を適用対象とする。他人に労務を供給す
る者は，大きくは雇用労働者（employed�worker）
と，自営業者（self-employed�worker）とに分けら
れ，基本的に前者に労働法制の適用がある。こ
のような二分法は，歴史的にみると，18 世紀か
ら 20 世紀初頭にかけての大陸ヨーロッパで生じ
た経済的，政治的，社会的，法的な変化の中で形
成されたものであり，雇用労働者のメルクマール
は，いわゆる従属労働（subordinate�work）を基
軸とする。こうした従属労働をベースとする雇用

関係の定型化は，第二次大戦後の福祉国家体制に
おける経済的，政治的，法的な環境の下で強めら
れた 1）。
しかし，いわゆるポスト・フォーディズム期に
おける生産様式の変化に伴い，典型的な雇用関
係の変容が進み，業務の外注化などによる労働
組織の再編が行われる中で，雇用契約ないし労働
契約の形を取らずに個人への業務委託や業務請負
といった個人自営業の形を取る就業形態が顕在化
し，そのような就業者が労働法制による保護を受
けない状態にあることが問題視されるようになっ
た。
国際的なレベルでは，ILO の 1997 年総会（第

85 回）および 1998 年総会（第 86 回）におい
て，雇用以外の形式を取る「契約労働（Contract�
Labour）」の問題が議題とされ，労働法の適用を
受けない就業者への保護を目的とした条約・勧告
の採択が目指された。しかし，「契約労働」の基
本概念をどのようにするかなどの基本的な点で対
立が多くみられ，国際的な基準の定立には至らな
かった。その後，ILO では，2003 年総会（第 91
回）の委員会での「雇用関係の範囲（The�Scope�
of� the�Employment�Relationship）」に関する討議・
決議を経て，2006年総会（第95回）において，「雇
用関係に関する勧告（Employment�Relationship�
Recommendation）」が採択された 2）。同勧告は，
各国に対し，労働法の適用範囲を適宜見直し，必
要な場合に範囲を明確化すること，労働法の保護
を効果的に及ぼすことなどの国内政策を求めるも
のである（勧告 1〜 7条）。その上で，労働者保護
の国内政策が，純粋な民事および商事関係に干渉
しないことを前提に（勧告 8条），雇用関係の存
在を決定するうえで留意すべき事項が，概略，以
下のように定められている。
まず，雇用関係の存在は，契約の文言にかかわ
らず，まずは業務の遂行と労働者の報酬に関する
事実によって決せられるべきである（勧告9条）。
ILO の加盟各国は，雇用関係の存在を決する基
準として，例えば従属（subordination）や依存
（dependence）といった条件を明確に定義するこ
とを検討しうる（勧告 12 条）。加盟各国は，法律
などで雇用関係の存在を決定するための指標を定
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めることを考慮すべきであり，そうした指標に含
まれうる事実として，（a）業務が相手方の指示な
いし管理の下で行われる，業務が企業組織への就
業者の組入れを伴う，業務が主として他人の利益
のために行われる，就業者が自ら業務を遂行する
必要がある，業務が相手方の指定または同意した
労働時間内もしくは労働場所によって行われる，
業務が継続性を有する，就業者の就労準備を要す
る，相手方から道具，材料，機械の提供がある，
といった事実，（b）就業者に対する定期的な報
酬の支払いがある，当該報酬が就業者の主な収入
源となっている，食事・宿泊・交通などに関する
現物支給がある，週休・年次休暇などの権利が承
認されている，就業者が職務遂行のために行った
出張への支払いがある，就業者に金銭的リスクが
欠けている，といった事実が挙げられている（勧
告 13 条）。
上記の雇用関係勧告は，批准を通じて加盟各国
に一定の施策を強制するものではなく，その利用
は各国に委ねられている。日本では，労基法をは
じめとする労働法令の適用範囲について，「労働
者」性の認否を基準に裁判例や解釈例規などを通
じた問題解決が図られており，勧告により求めら
れる水準の国内政策はすでに実施されているもの
といえる。しかし，問題の核心は，労働法制の適
用範囲をどのような基準や指標によって画定する
かにある。同勧告は，その点について上記のよう
に指標を例示的に列挙した上で，いかなる指標を
もって労働法制の適用をはかるかは各国の対応に
委ねている。勧告 13 条に挙げられた雇用関係の
存在を決するための指標には，大別して，（a）い
わゆる人的従属性，および，企業組織への組入れ
などの組織的従属性を示すものと，（b）特定の
相手方への経済的な依存関係の存在を示すものと
が含まれている。
上記の（a）もしくは（b）のいずれを（あるい

は，その複合を），労働法制の適用にあたって主な
基準とすべきかについて，勧告の上で特に一定の
方向性が明確にされているわけではない。もっと
も，各国での状況をみると，大陸ヨーロッパ諸国
を中心に，まずは（a）の意味での従属性のある
労働（従属労働）を労働法制の基本的な適用対象

とし，加えて，（a）の要素は稀薄であるものの，
（b）の意味での経済的な依存性のある就業者に，
その必要に応じて立法的措置等を通じて労働法の
適用を及ぼす，といった施策のパターンが多くみ
られる 3）。そもそも「契約労働」が討議されたの
は，典型的な雇用労働ほどの明確な従属性がある
とまではいえないものの，特定のユーザー企業に
対して経済的に依存する自営業者，すなわち，典
型的雇用と典型的自営の中間にあるグレー・ゾー
ンに位置する就業者について，「労働者」と近似
した保護の必要性があるにもかかわらず労働法に
よる保護が十分にはかられていない，という問題
関心に基づいてのことであった。そのことからも
分かるように，「雇用関係の範囲」をめぐる問題
の要点の１つは，こうしたグレー・ゾーンに位置
する就業者への対応をどのようになすべきかにあ
る。以下にみるように，この点については，日本
の労働法制においても，なお検討されるべき課題
が残されている。

　2　日本における労働法制の適用範囲をめぐる問題

日本の労働法制では，法令上の定義として，
「労働者」が用いられており，周知のように，個
別的労働関係法および集団的労使関係法上の中核
的法律である労基法，労契法，労組法は，それぞ
れに「労働者」に関する定義規定を置いている
（労基 9条，労契 2条，労組 3条）。
まず，上記の「労働者」が労働法制において統
一的な概念であるかどうかについては議論があ
る。1つには，「労働者」概念を統一的に把握す
べきとする立場がある。この場合，従来は使用従
属関係の存在を前提とする従属労働の観点から統
一的に捉える見解が有力であったのに対し 4），近
年では「自ら事業者に有償で労務を供給し，労
務の供給を受ける事業者との関係で独立事業者で
ない者」という，使用従属性の要素を除いた定義
から統一的に捉える見解も主張されている 5）。他
方，上記の各法律における「労働者」の定義が，
特に労基法と労組法とで異なり，また，各法律
の趣旨・目的が異なることなどから，それぞれ
の労働者概念を，特に個別法と集団法とで相対
的に捉えるべきとする見解もかねてより主張さ
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れていた 6）。
このうち，個別的労働関係法の適用に当たって
は，従来，判例法理も含めて労基法上の「労働
者」概念が統一的に用いられ 7），その判断基準と
して「使用従属性」基準が下級審裁判例の蓄積を
経て形成されてきた。ここでは，労働者／自営業
者の二分法が用いられており，そのため，個人自
営業者であって特定のユーザー企業に対して経
済的に依存する，いわゆるグレー・ゾーンの就業
者 8）に対し労働法の適用を欠くとして，単純な
二分法的解決を用いることの限界が指摘されてい
る。そのため，立法の趣旨・目的から上記の就
業者を適用範囲に含めることや 9），第 3のカテゴ
リーの創出を含めた施策がとられるべきこと 10），
労働保護法の規定を「労働者」の人的保護を目的
としたルールと，労働契約内容の適正化を目的と
したルールに分類し，後者を経済的従属性 11）の
認められる自営業者にも拡大すべきこと 12）など
が提案されてきた。また，2007 年に労契法が制
定され，個別法の分野に新たな基本的法律が加わ
ることとなり，同法上の「労働者」をどのように
解すべきかについては，現在，検討されるべき課
題となっている。
加えて，近年は，労組法上の「労働者」性にス
ポットライトが当てられ，学説上の議論において
は，労基法と労組法の趣旨・目的・効果の違いを
踏まえ，労組法上の労働者を労基法のそれとは異
なり相対的に区別される概念として捉えるべきと
する方向性が明確になっている 13）。問題となっ
ているのは，やはり労働契約以外の請負等の形式
により就業していた者であり，学説上の議論で
も，そのような就業者を，いかなる基準をもって
労組法上の労働者に包摂すべきかが精力的に検討
されている。
以上，日本における労働者概念をめぐる問題状
況を粗く概観したところでは，やはり世界的な傾
向と同様に，労働法制の適用範囲を，人的従属
性を基軸とする使用従属性基準のみからではな
く，経済的従属性などの他の基準・指標も併せ考
慮して，いかに画定すべきかが検討課題となって
おり，その前提として，典型的な雇用労働（従属
労働）には必ずしも当てはまらない，雇用と自営

の中間的な形態をとる就業者への対処が通底する
課題となっている。日本における対応の特徴とし
ては，法律上で「労働者」と「自営業者」の中間
的な第 3のカテゴリーを設けるには至っていない
ものの，適用範囲画定のための概念として「労働
者」を共通して用いつつ，特に集団法上の労働者
概念を個別法と比較し相対的に拡張する方向で，
上記の中間的なカテゴリーの就業者に一定の保護
をもたらそうとするところにある。
上記の概観を踏まえ，以下では，労基法・労契
法上の労働者と，労組法上の労働者に関する法的
な判断基準のあり方を明らかにし，どのような就
業者に対して保護を検討すべき必要があるかをみ
ていくことにする。
なお，これまで議論の対象としてきた，労働法
の保護を検討すべき就業者については，契約労働
者 14），従属的自営業者 15），従属的就業者 16），労
働者類似の者など，多様な呼称が用いられてい
る。これらの概念は，労働契約以外の請負，委任
（準委任）等の契約形式により，基本的に自ら労
務供給をし，報酬を受ける者を指す点で共通性が
あると思われるが，こうした就業者については，
①使用従属性（特に人的従属性）の程度が，労基
法上の労働者といえるかどうかについては微妙で
あるものの，相当程度に認められ，使用従属性の
程度において典型的労働者に類似する場合と，①
の点では独立性が高いものの，②特定の相手方へ
の経済的依存性の面で典型的な雇用関係との類似
性が認められる場合とがありうる。それらを包摂
する意味で，ひとまず本稿では「雇用と自営の中
間的就業者」といった表現を用いることにする。

Ⅲ　個別的労働関係法上の「労働者」

　1　労働基準法上の「労働者」

労基法上の「労働者」とは，「職業の種類を問
わず」，「事業」に「使用される者で，賃金を支
払われる者」（9条）と定義されている。労基法
は，労働条件の最低基準を定め，それを使用者に
遵守させるための手段として刑罰を背景とした行
政監督を予定しており，第一次的には公法として
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の性格を有している 17）。そのことから，労基法
違反の事実があるとして，同法による公法上の手
段の発動を考える場合，そうした事実がどのよう
な法的根拠に基づくものであるか（すなわち，労
働契約に基づく使用者の権利行使によるものか，あ
るいは事実的な命令・指示によるものであるか）は
問題とならない。また，同法の規定は私法上の強
行的・直律的効力を有するが（13 条），その効力
により規整される「労働契約」については同法中
に特段の定義はない。ここでの「労働契約」を同
法にいう「労働者」と事業主との間に成立する契
約であると解すれば，この「労働者」性の判断に
当たっては，ひとまず契約の形式にはかかわりな
く，事業に「使用」されるという労務供給の態様
と報酬支払の実態が考慮されるべきことになる。
この点につき，裁判例はいわゆる「使用従属
性」の存否を基準に判断を行ってきた。その際に
考慮される要素は，昭和 60 年の労基研報告によ
り，次のように整理されている 18）。まず，使用
従属性の存否は，（1）「指揮監督下の労働」であ
るか否か，および，（2）報酬に労務対償性がある
か否かを中心に，関連する諸要素を総合的に考慮
して判断される。次に，（1）「指揮監督下の労働」
であるか否かは，①仕事の依頼，業務従事の指示
等に対する諾否の自由の有無，②業務遂行上の指
揮監督の有無，③勤務場所，勤務時間に関する拘
束性の有無，④労務の代替性の有無等から判断さ
れる。（2）報酬の労務対償性については，労働の
結果による較差が少ないこと，欠勤した場合に応
分の報酬の控除があること，残業に対し手当の支
給があることなどが認められる場合に，報酬の性
格が労務提供の対価と判断され，使用従属性を補
強することになる。以上に加え，（3）労働者性の
補強要素として，①事業者性の有無（機械・器具
の負担関係，報酬の額），②専属性の程度，③そ
の他，採用の選考過程，報酬の給与所得としての
源泉徴収，労働保険の適用，服務規律の適用，退
職金制度，福利厚生の適用などが挙げられている。
このうち，（2）の報酬の労務対価性について
は，独立した判断要素となりうるとはいいがた
い。典型的な雇用関係にあっても，出来高払いや
歩合給の報酬形態を取ることは可能であり，労働

の「成果」に連結した報酬制度であったとして
も，そのことのみで労働者性が否定されるわけで
はなく，結局のところ，重要となるのは「指揮監
督下の労働」であるか否かの判断ということにな
る。
この点につき，最高裁は，トラック持ち込み運
転手の労基法上の労働者性が争われた横浜南労
基署長（旭紙業）事件（最一小判平 8・11・28 労判
714 号 14 頁）において，①運転手の運送業務に対
し，相手方による指示が原則として運送物品，運
送先，納入時刻に限られており，②運転手に対す
る時間的，場所的な拘束の程度が一般の従業員と
比較してはるかに緩やかであったことなどから，
相手方の指揮監督の下での労務提供と評価するに
は足りないとした。
一方，大学病院での臨床実習で医療行為等に
従事していた研修医の労基法（最低賃金法）上の
労働者性が争われた関西医科大学研修医（未払賃
金）事件（最二小判平 17・6・3 民集 59 巻 5 号 938 頁）
では，研修医が病院開設者の定めた時間および場
所において，指導医の指示に従って医療行為等に
従事していたことから，指揮監督の下で医療行為
等を行っていたとして，結論として労働者性が肯
定されている。
この 2例を参照すると，最高裁は，指揮監督下
での労務提供といえるかどうかを，①業務遂行の
内容・態様面での指揮監督，および，②時間的・
場所的拘束の程度を基軸に判断していると考えら
れ，すなわち，相手方からの指示に従うことで労
務供給者が労務提供に当たっての自由ないし裁量
を制限される程度について，労務の質（内容・態
様）および量（ある場所での業務を余儀なくされる
時間の長さ・配分）の両面から考慮しているとみ
ることができる。研修医のケースのように，①業
務の内容・態様面で一般的に相手方の指示に従っ
て医療行為等に従事し，②業務遂行の時間的・場
所的拘束も，朝から夜まで病院で勤務するなど明
確に認められる場合には労働者性が肯定される
が，トラック持ち込み運転手のケースのように，
①従事する業務の指示がその性質上必要とされる
範囲にとどまり，また，②時間的・場所的拘束が
雇用される労働者と比較して緩やかと評価される
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ならば，結論として労働者性は否定されることに
なる。最高裁が①と②の要素の位置づけをどのよ
うに捉えているかは必ずしも明らかではないが，
①か②の一方が典型的な労働者と比較して稀薄
であれば労働者性が否定される，とするならば，
「雇用と自営の中間的就業者」の多くは，そのい
ずれかの程度が低い可能性があることから，労基
法上の労働者性が肯定されるためのハードルは高
くなるものといえる。
上記のような労基法上の労働者性判断基準につ
いては，かねてより学説上の批判がある 19）。近
時は，使用従属性や指揮監督下の労働という要素
を考慮すべきでないとする見解も強く主張されて
おり 20），こうした解釈の可能性については，今
後，労働法のみならず法体系全般 21）の観点も含
めて議論がなされるべきものと考えられるが，そ
こまで一足に飛ぶのではないとしても，現在の裁
判所による判断のあり方について，なお検討すべ
き点があろう。鎌田（2010）は，現在の使用従属
性基準にあいまいさがあり，その理由として，上
記の労基研報告において，（1）拘束性，従属性の
程度を事実的に観察して，その程度が強い場合に
は一応指揮監督性を肯定することとする一方で，
（2）使用者の指揮監督といえるかどうかは契約内
容，業務の性質を見極める必要があるとされてい
ることを挙げ，後者の（2）の点が労働者性判断
を抑制する機能を持つと指摘する 22）。こうした
点は，映画撮影のカメラマンに関する労災補償給
付請求の事例など 23）でも議論となったところで
あるが，傭車運転手やカメラマンなど，一定の仕
事を請け負う形で就業する者については，始業・
終業時刻が定められていないことや，相手方から
の指示が業務内容の詳細にまで及ばない点は当然
であって，その上で実質的な指揮監督の有無を判
断すべき 24）とする指摘は適切であり，業務の性
質いかんを問わず，その労務を提供するに当たっ
て相手方から指示された一定の場所から一定の時
間，離脱が事実上できなかったとすれば指揮監督
性を肯定すべきであろう。

　2　労働契約法上の「労働者」

労契法は，同法における「労働契約」について

は特に定義することなく，「労働者」について，
「使用者に使用されて労働し，賃金を支払われる
者」（2条 1項）と定義している。労基法上の「労
働者」とは，「事業」に使用されていることが要
件とされていない点で異なるが，その他の定義で
はほぼ変わるところがなく 25），少なくとも労基
法上の「労働者」に当たる者は労契法上の ｢労働
者｣ に含まれるものと解されている。
問題は，上記の労基法上の「労働者」性判断基
準と同様の基準を労契法上の「労働者」について
も用いるべきか否か，あるいは，労契法の規定を
労基法上の労働者とまではいえない就業者につい
ても類推適用しうるか，といった点にある。労基
法上の労働者性判断においては，同法の公法的性
格から罰則の適用が予定されていることもあり，
その適用範囲が抑制的に解される必要があること
から，上記のような厳格な判断基準が用いられる
傾向があった。そこでは，指揮監督関係の存否を
中心に判断がなされるため，雇用と自営の中間的
就業者の場合，業務の遂行に当たって独立性の高
い者や，あるいは使用者の指揮監督があると評
価できるかが微妙な者について，労働者性ないし
労働契約の成立が否定されるケースが多い。例え
ば傭車運転手などの例で，相手方からの契約の解
約に対し，労働契約の成立と解雇無効による地位
確認などを求めた事例には，運転手に対する労働
時間や労働内容を労務受領者が管理している状況
になかったなどとして労働契約の成立が否定され
たものがある 26）。バイシクルメッセンジャーの
労働者性が争われたケースでも，相手方からの依
頼・指示により配送業務に従事していたメッセン
ジャーとしては労基法上の労働者に当たらず，請
負契約の解約が適法とされている27）。1シーズン，
複数回のオペラ公演に出演する内容の基本契約を
財団と結んでいたオペラ歌手のケースでも，個別
公演の出演について諾否の自由があったことなど
を理由に，労働契約関係の成立が否定されている28）。
このような傾向に対し，私法上の権利義務関係
について規律する労契法においては，必ずしも労
基法と同様の判断基準を用いる必要はないとの指
摘がある 29）。かねてより学説では，労基法には
大別して，①使用従属関係における労働者の人間
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らしい生活に配慮するための規定（狭義の労働条
件保護）と，②雇用関係の存続を保護することで
失業による生活困難からの保護をはかる規定（解
雇制限）があるとして，後者を使用従属性の面で
労基法上の労働者とまではいえなくとも，経済的
従属性が認められる者に類推適用すべきとの見解
があり 30），このような方向性で解釈すべきとす
る学説も多くみられた 31）。労契法の規定につい
ても，労基法上の労働者とまではいえないもの
の，それと類似性のみられる労務供給の関係にあ
る者に類推適用ないし拡張適用すべきことが主張
されている 32）。雇用と自営の中間的就業者につ
いては，とりわけ特定の相手方への継続的な労務
提供により経済的な依存が認められる場合におい
て，典型的な労働者と同様の収入保護の必要性が
認められうることから，特に現在は労契法 16 条
に規定されている解雇権濫用法理を及ぼしうると
すれば，従来の二分法的労働法適用の持つ不公平
感，不合理感が大きく減殺されることになると考
えられる。このような問題への対応として，現
行法上では，①労契法上の「労働者」自体の判断
基準を，雇用と自営の中間的就業者にも拡張しう
るように解釈する，②労契法の規定を中間的就業
者にも類推適用する，といった方法が考えられる
が，今後の立法的課題として，労契法の制定過程
で示された「今後の労働契約法制の在り方に関す
る研究会報告書」案のように，SOHO や在宅就
労といった「雇用と自営の中間的な働き方」をす
る就業者で経済的従属性の認められる者をカテゴ
ライズして労契法の適用対象に含めることや，あ
るいは，これまでの理解による「労働契約」に加
えて、それ以外の労務供給契約の類型も含みうる
「雇用契約法」を整備し，より広い枠組みの中で，
多様な労務供給関係に対する規制を行う方策 33）

も検討されるべきである 34）。

Ⅳ　労働組合法上の「労働者」

労組法上の「労働者」とは，「職業の種類を問
わず，賃金，給料その他これに準ずる収入によっ
て生活する者をいう」と定義されている（3条）。
近年，個人自営業者が加入する労働組合からの

団交申入れに対する相手方からの団交拒否に対
し，労組法 7条 2号の不当労働行為該当性が争わ
れる事案で，労組法上の「労働者」性が労働委員
会ないし裁判所で争われる事件が増加している。
これまでにも同種の事件における労働委員会の命
令例では，傭車運転手のように労基法上の「労働
者」性が認められ難い傾向のある就業者であって
も，相手方の事業組織への組入れ，報酬の賃金性
などを判断要素として労組法上の労働者性を肯定
する例がみられ 35），CBC 管弦楽団労組事件（最
一小判昭 51・5・6 民集 30 巻 4 号 437 頁）において
最高裁による判断も示されていた。最近の事例
でも，労働委員会の命令例では，オペラ歌手 36），
製品の修理補修を請け負うカスタマー・エンジニ
ア（CE）37），音響機器の出張修理業務を請け負う
個人代行業者 38），バイシクルメッセンジャー 39）

などについて労組法上の労働者性が肯定されてい
たが，しかし，こうした命令の取消訴訟におい
て，裁判所により労働者性が否定される判断が続
き40），多くの注目と批判を集めることとなった。
その理由は，裁判所が労組法上の労働者性判
断に当たっても，労働委員会での基準や先例の
CBC 管弦楽団労組事件とは異なり，労基法上の
労働者性に類似した基準を用いることで，典型的
な雇用労働ほどには使用従属関係の存在が明確で
ない就業者が労組法上の労働者と認められず，労
働委員会による命令が取り消される結果となった
ためである。
国・中労委（新国立劇場運営財団）事件では，1
年間の出演基本契約を締結した上で公演ごとに個
別出演契約を結び，必要な稽古に参加し公演に出
演していたオペラ歌手について，地裁および高裁
は，個別公演の出演について諾否の自由があった
などとして労組法上の労働者性を否定した。CE
に関する国・中労委（INAX メンテナンス）事件
の高裁判決は，労組法上の労働者に該当するか否
かは「法的な使用従属関係」を基礎づける諸要素
から判断されるとして，上述の労基法上の労働者
性判断において取り上げられる考慮要素（業務依
頼への諾否の自由，時間的・場所的拘束，業務遂行
に当たっての指揮監督，報酬の業務対価性）を挙げ，
CEが会社からの修理補修等の依頼に対して諾否
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の自由を有し，業務の遂行に当たり時間的・場所
的拘束や具体的指揮監督を受けなかったなどとし
て，労働者性を否定した。
以上のような判断が裁判所により示されたこ
とを受け，学説では労組法上の労働者をどのよ
うに解釈すべきかについて多くの議論が巻き起
こった 41）。代表的な見解としては，憲法 28条に
おける労働基本権保障の意義を踏まえ，労組法を
含む集団的労使関係法の役割を，社会的・経済的
に劣位にある労働者の交渉力の対等性確保に求め，
労組法上の労働者性判断に当たって，就業の条件
を相手方から一方的に決定されている点などを重
視すべきとする見解 42）や，労組法の趣旨・目的を
踏まえ，同法上の労働者を，労働契約の当事者お
よびこれに準じて団体交渉の保護を及ぼす必要性
と適切性の認められる労務供給者とし，その判断
に当たっては，相手方の事業組織への組入れ，就
業条件の一方的・定型的決定，報酬の労務対価性，
諾否の自由の有無，時間的・場所的拘束といった
諸要素を総合的に考慮すべきとする見解 43）などが
ある。いずれにしても，労基法と同様の使用従属
性（指揮監督下の労働）の基準を用いるのではな
く，労働条件の一方的決定，事業組織への組入れ
といった労組法に独自の要素を重視して考慮すべ
きとする点には共通性があり，学説上の議論で
は，労組法上の労働者を労基法上のそれとは相対
的に異なる概念として位置づける立場が有力と
なっている。
最高裁は，新国立劇場事件および INAXメン
テナンス事件の上告審において，労組法上の労働
者性を否定した原審判決を破棄した 44）。両判決
では，破棄理由において，両事件に共通して次の
要素が考慮されている。すなわち，オペラ歌手お
よびCEについて，①不可欠の労働力として相手
方の事業組織に組み込まれていた，②契約条件が
相手方から一方的に決定されていた，③報酬が労
務の提供の対価としての性質を有する，④基本的
に相手方による個別の業務の依頼に応ずべき関係
にあった，⑤相手方の指揮監督の下に労務を提供
し，時間的にも場所的にも一定の拘束を受けてい
た，との評価がなされ，結論として，財団または
会社との関係で労組法上の労働者に当たるとされ

ている。また，CEのケースでは，⑥ CEが自ら
主体となって修理補修を行う例がほとんど存在し
なかったことも挙げられている 45）。
上記の判決において，最高裁はそれぞれの事案
における事例判断を示すにとどまり，上記の一連
の要素がなぜ考慮されるのかについて，一般的な
基準を特に示してはいない。そのため，これら判
決の射程や，労組法上の労働者概念の理論的前提
などにつき，引き続き検討を行うことの必要性が
数々の論考で指摘されている 46）。その中で，厚
生労働省の労使関係法研究会が取りまとめた「労
使関係法研究会報告書（労働組合法上の労働者性の
判断基準について）」は，上記の判決で示された判
断を踏まえつつ，①事業組織への組入れ，②契約
内容の一方的・定型的決定，③報酬の労務対価性
の 3つを基本的判断要素とし，④業務の依頼に応
ずべき関係，および，⑤広い意味での指揮監督下
の労務提供と一定の時間的場所的拘束を補充的判
断要素，⑥顕著な事業者性を消極的判断要素と位
置づけている。
以上，労組法上の労働者性をめぐる近時の動向
を概観してきたが，最後に本稿の問題関心に沿っ
て，雇用と自営の中間的就業者に関する労働法制
の適用範囲の拡張という観点から，上記の最高裁
判決のインパクトについて若干検討を試みること
にしたい。
まず，傭車運転手のように，運送等の決まった
業務を個々に請け負う形により，相手方からの依
頼に応じて継続的に労務供給がなされるケースで
は，業務遂行の態様や時間配分，移動の経路など
につき就業者側に基本的に裁量があったものと評
価された場合，労基法上の労働者性判断において
は相手方からの指揮監督下での労働とは認められ
難く，労働者性が否定される可能性が高い。しか
し，今回，相手方からの依頼に応じて修理補修業
務を反復継続して行っていたCEのケースで，会
社の事業組織への組入れなどの評価から労組法上
の労働者性が肯定されたことにより，上記のよう
な一定作業の継続的請負の場合，基本的に労組法
上の労働者と捉えうる方向性が示されたといえ
る。その点で，最高裁による判断のあり方は，必
ずしも個別法ではカバーされない，雇用と自営の
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中間的就業者に対し，集団法の適用を及ぼしうる
ものとして大きな意義がある。
もっとも，オペラ歌手のケースも含め，上記の
事件はいずれも相手方からの指揮監督があり，一
定の時間的・場所的拘束があったと評価されてい
る事案である。この要素については，労基法上の
労働者性における使用従属性基準ほどに高度のも
のが必要となるわけではないと解されるが，今
後，業務遂行の指揮監督や時間的・場所的拘束性
の程度がより低いと考えられる就業者について労
組法上の労働者性が争われた場合，いかなる判断
がなされるかは注目を要する。放送受信料集金人
の場合，労働契約の成立は否定されたケースが
あるが 47），労働委員会の命令では労組法上の労
働者性が肯定された例がある 48）。今後，例えば，
自ら取材をして原稿等を執筆するジャーナリス
ト，テレワーク等で一定の事務作業を請け負う者
などのケースが考えうるところである。こうした
就業者につき，例えば事業組織への組入れの有無
をどのような事実に基づいて評価するか，少なく
ともどの要素が肯定されれば労働者性が認められ
るか，といった点が明らかになることで，労組法
上の労働者の範囲が明確にされていくこととなろ
う。

Ⅴ　結　　語

以上，労働法制の適用範囲をいかに画するかの
問題について，国際的な議論を参照した上で，日
本の労働法制における労働者概念の現状と課題
を検討してきた。上記のように，労基法，労契
法，労組法のそれぞれについて，その適用対象で
ある「労働者」の判断のあり方について議論があ
り，検討課題がある。詰まるところ，その課題と
は，現在の労働法制が必ずしもカバーできていな
い，要保護性のある雇用と自営の中間的就業者に
対して，その就業条件を適切に規制し，実益ある
保護をもたらすことであろう。労組法上の労働者
概念については，典型的な雇用労働者ではない自
営との中間的就業者を包摂する概念形成が進んで
いるが，現状では，実質的には，加入する労働組
合からの団体交渉に相手方が応ずるべきことが認

められたにとどまる。より実効ある労働条件保護
のためには労働協約の締結が望まれ，そのために
は争議行為を含む団体行動も視野に入れる必要が
あり，それらの領域を含めた総合的な検討が求め
られる。また，労働契約法の領域では，労働協約
による規範的効力の及ぶ ｢労働契約｣（労組 16 条）
との関係を整理し，また，実質的な保護のあり方
として，継続的な労務供給関係における契約関係
の存続保護の可能性が解釈および立法の面から追
求される必要があると思われる 49）。
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